建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建設リサ
イクル法」という。）適用に係る注意事項について

１  建設リサイクル法適用対象工事は、特定建設資材(注1)を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工に特定建設資材を使用する新築工事等であって、その規模が下表の規模以上の物が対象となります。（建設リサイクル法第９条、施行令第２条）
　　　(注1)　特定建設資材とは、①コンクリート②コンクリート及び鉄から成る建設資材③木材④アスファルト・コンクリートをいいます。
	対 象 建 設 工 事 の 種 類
	規 模 の 基 準

	建築物の解体
	床面積の合計　　　　８０㎡

	建築物の新築・増築
	床面積の合計　　　５００㎡

	建築物の修繕・模様替え（リフォーム等）　
	請負代金の額　　　　１億円

	建築物以外のものの解体・新築等（土木工事等）
	請負代金の額　　５００万円


２　　建設リサイクル法適用対象工事の落札者は、特定建設資材の分別解体等の方法について記載した「分別解体等の計画等」（別表１～３）を作成し、落札決定の日から２日以内に工事所管課へ説明しなければなりません。（建設リサイクル法第１２条）

なお、作成した「分別解体等の計画等」については、「報告書」とともに、工事施工前に「施工計画書」の添付書類として提出してください。

３　　建設リサイクル法適用対象工事の落札者は、次に掲げる項目を記載した「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条に基づく書面」（第１号様式の１～３）を作成し、落札決定の日から２日以内に工事所管課へ提示し記載内容の確認を受けてください。（建設リサイクル法第１３条、施行令第４条）

また、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条に基づく書面」は、工事請負契約書にも綴り込んで総務課へ提出してください。

　　　・ 分別解体等の方法

　　　・ 解体工事の要する費用

　　　・ 特定建設資材廃棄物の再資源化等をするための施設の名称及び所在地

　　　・ 特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用

　  ※上記項目に記載されている内容において変更が生じた場合は、変更契約が必要となりますので

工事監督員に速やかに報告してください。

４　　建設リサイクル法適用対象工事の請負者は、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、次に掲げる項目を記載した「再資源化等報告書」（第２号様式）を作成し、工事所管課へ報告しなければなりません。（建設リサイクル法第１８条、施行規則第５条）
・ 特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了した年月日

　　　・ 特定建設資材廃棄物の再資源化等をした施設の名称及び所在地

　　　・ 特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用

また、請負者は、特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施状況に関する記録を作成し、これを保存しなければなりません。

なお、「資源の有効な利用の促進に関する法律」等に基づき「再生資源利用［促進］実施書」を作成している場合は、参考資料としてその写しを作成し「再資源化等報告書」に添付してください。

５　　建設リサイクル法適用対象工事の請負者は、工事を施工するにあたっては、建設リ

　 サイクル法、彩の国建設リサイクル実施指針を遵守し、建設資材廃棄物の再資源化等に努め、再生資源の十分な利用及び廃棄物の減量を図らなければなりません。
